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到着前にお⽀払い⼿続きが
できます
⽇本交通の⾞両に搭載されたタブレッ
トと「全国タクシー」アプリを利⽤す
れば、到着前にお⽀払い⼿続きを⾏え
ます。

降⾞時にはレシートをもら
うだけです
到着前にお⽀払い⼿続きを完了いただ
いても降⾞時には通常通りレシートを
お渡しいたします。

Web上で全ての領収書を管
理できます
JapanTaxi Walletでお⽀払い⼿続き
をしていれば、レシートすら受け取ら
なくても⼤丈夫。
「全国タクシー」アプリの領収書発⾏
ページから後で発⾏可能です。

(C) Mr. Ichiro KAWANABE , Japan Transport Research Institute, 2017



出典：輸送回数：東タク協 無線配車件数：関無協
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タクシー輸送回数と無線配車件数の割合の推移（東京23区・武三地区）

無線配車回数 無線以外の配車回数

東京では流し・乗り場が9割を占める。
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タクシー東京マーケット

(C) Mr. Ichiro KAWANABE , Japan Transport Research Institute, 2017
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「全国タクシー」アプリ

各⽅⾯から評価いただいています

○ App Store Rewind 2011 iPhoneアプリ 旅⾏部⾨ベストセレクション
○ R25 Presents 第2回Androidアプリ⼤賞 ライフスタイル部⾨⼤賞
○ MM総研⼤賞2012 話題賞
○ モバイルプロジェクト・アワード2012

モバイルプラットフォーム・ソリューション部⾨ 優秀賞
○ 第11回モバイル広告⼤賞 マーケティング部⾨

ベストイフェクティブネス ベストユーズオブテクノロジー
○ Cloud Innovation Award 2013 ITpro賞
○ ATTTアワード2013最優秀賞
○ 2013年度グッドデザイン賞・ベスト100
○ 2014年⽇経優秀製品・サービス賞 最優秀賞 ⽇本経済新聞電⼦版賞

⽇本初の、そして⽇本最⼤のタクシー配⾞アプリ。300万ダウンロードのお客様
が、全国のタクシーの20%（47都道府県・230社・4.4万台）を呼んでいる。

シリーズ累計

300万
ダウンロード!!

(C) Mr. Ichiro KAWANABE , Japan Transport Research Institute, 2017
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「全国タクシー」アプリ

地図上でタクシーを
呼びたい位置を設定

⽬的地の設置・概算費⽤
所要時間・会社選択
⾞種選択・クーポン
などの詳細な機能

タクシーが向かう様⼦を
リアルタイムにトラッキング

(C) Mr. Ichiro KAWANABE , Japan Transport Research Institute, 2017
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「全国タクシー」アプリ

ネット決済機能で降⾞時
キャッシュレス！

Apple Payにも対応

空港定額の利⽤が可能 お気に⼊り・注⽂リスト
などで繰り返しの注⽂が

楽々！

(C) Mr. Ichiro KAWANABE , Japan Transport Research Institute, 2017



多⾔語に対応し、2017年1⽉現在、英語・中国語・韓国語合わせて5%程度。

英語 中国語 韓国語
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「全国タクシー」アプリ

(C) Mr. Ichiro KAWANABE , Japan Transport Research Institute, 2017



LINE TAXI
（2015/1〜)
LINEに配⾞API
を提供。

Yahoo!地図
(2015/12〜)
ルート検索機能
にタクシー配⾞
機能を提供。

16

「全国タクシー」アプリ

全国のタクシーを配⾞できるエンジンとして実質的にデファクトとなっている。

全国タクシー

全国タクシー

（予定）
Google Maps
ルート検索機能
にタクシー配⾞
機能を提供。

（予定）
Apple Maps
ルート検索機能
にタクシー配⾞
機能を提供。

(C) Mr. Ichiro KAWANABE , Japan Transport Research Institute, 2017
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アプリ：Didi
決済：AliPay・WeChatPay・

銀聯カード

累計６４.2%

累計81.1%

アプリ：Kakao Taxi
決済：Kakao Pay

アプリ：台湾大車隊
決済：クレカ？

アプリ：Didi？
決済：クレカ？

アプリ：Uber、Lyft
決済：クレジットカード・
ApplePay・GooglePay

アプリ：Grab
決済：？

訪日外国人は中・韓・台で64%、香・米・タイ加えた6か国で81%。
アプリ、多言語デバイス、決済手段でタクシーの利便性を高める。

出典：ANA Travel & Life、当社調査
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2016年8月プレス発表
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タクシー事業者様との連携強化

・東京ハイヤー・タクシー協会加盟５社と共同で、東京都内、500台の⾞両に、通信型の
ドライブレコーダー「TransLog」を搭載、実際の⾛⾏画像や⾞両データを収集

・収集したビッグデータを解析する事で、タクシー事業者向け新サービスの開発や、
⾼度運転⽀援技術を活⽤した次世代タクシーの開発に活⽤

通信型ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾚｺｰﾀﾞｰ
TransLog 搭載⾞

ビッグデータ

モビリティサービス・プラットフォーム タクシー事業者

東タク協5社

⾛⾏画像/⾞両データ

⾛⾏画像/⾞両データ
新サービスの開発
次世代タクシーの開発

(C) Mr. Ichiro KAWANABE , Japan Transport Research Institute, 2017



１） 2017/8 実証実験
前決め運賃

（乗る前に運賃が決まって安心）

2） 2017/12 実証実験
相乗りタクシー

（空港や終電後など相乗りで安く）

３）（時期未定）
乗り放題タクシー？

30
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現行タクシーメーター

・初期投資20万円
・毎年検定

・運賃変更には1台ごとに手作業+2万円 31
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国名
人口（万人）／GDP（百万US$）

規制の内容 利用可能地域 備考

アメリカ
人口：32,142

GDP：17,946,998

・シェア事業者：保険加入等、一定の条件による許可
制であるが、条件は自治体によって異なる。

・ドライバー：運転経験等、一定の条件があるが、条
件は自治体によって異なる。

カリフォルニア州を
はじめとする複数の
州

カリフォルニア州においては、13年9月にUber等の自家用車ライドシェアのマッチングを行う事業者に許可

制を導入、他の州においても制度化が進められている。シェア事業者については、保険加入、運転者の身
元調査、車両の検査等が義務づけられており、ドライバーは、カリフォルニア州の運転免許の保有、1年以
上の運転経験、保険加入等が条件となっている。
各自治体ごとの具体的な規制内容については不明。

イギリス
人口：6,514

GDP：2,848,755

禁止 なし ロンドン交通局は、16年6月からプライベートハイヤーをマッチングする企業に対する規制を施行。これに基

づき、ロンドン交通局の認可を受けたプライベートハイヤー（流し営業は不可）については利用可能。ロンド
ン以外の状況については不明。

フランス
人口：6,681

GDP：2,421,682

禁止 なし パリでは、法律に基づきVTC（運転手付き観光車両）の免許を有する運転者を用いたサービスが提供されて
いるが、許可を受けていない自家用車ライドシェアは違法とされている。フランス憲法裁判所は、15年9月、
自家用車ライドシェアを禁じる法律を違憲とするUberの訴えを棄却した。15年7月にはUber社の幹部2人が
逮捕・起訴された。パリ以外の状況については不明。

ドイツ
人口：8,141

GDP：3,355,772

禁止 なし 15年1月、連邦憲法裁判所は、自家用車ライドシェアの禁止処分を違法とするUberの訴えを却下。15年3月、
フランクフルト州裁判所はUberの自家用車ライドシェアサービスを違法と判決、ドイツ全土に適用された。

中国
人口：137,122
GDP：10,866,444

・シェア事業者：企業法人資格の保有等、一定の条件
による許可制。作業時間やサービス頻度等の特徴
に応じて、運転者と労働契約の締結義務。運送請
負人としての責任を負う。

・ドライバー：運転歴等、一定の条件による許可制。

制度的には全国で
可能であるが、実際
にサービスが提供さ
れている地域は不
明

16年7月に「オンライン予約タクシー経営サービス管理暫定弁法」が公布され、ライドシェアのマッチング事業
の経営を許可制とする法令を整備（16年11月施行）。

シェア事業者は、企業法人資格、情報処理能力やサービス能力の保有、健全な経営管理、安全生産管理
制度の整備等が条件となっており、ドライバーは、3年以上の運転歴、事故や犯歴がないこと、車両へのGPS
搭載等が条件となっている。

韓国
人口：5,062

GDP：1,377,873

禁止 なし 旅客自動車運送事業法により、タクシーの営業資格を持たない一般人が運転するライドシェアは違法とされ
ており、国土交通部がソウル市に対し、UberXを旅客自動車運送事業法違反で取締るよう指示。ソウル市警
察は、UberKoreaの支社長、同社に協力するレンタカー業者らを同法違反で起訴。UberXは15年3月に撤退。

シンガポール
人口：554

GDP：292,739

禁止 なし 第三者タクシー予約サービス提供者法により、配車ができるのはタクシーの営業資格を持った運転手と車
両のみとなっている。シェア事業者は、陸上交通局への20以上の車両登録が義務づけられているほか、運
賃体系等について規定されている。なお、陸上交通庁は、17年上半期までに、自家用車ライドシェアについ
て専用運転免許を設ける等の規制改正を行うことを発表。

日本
人口：12,696
GDP：4,123,258

禁止 なし 自家用車の運転者個人が運送主体となり、有償で運送する形態は認められていない。市町村又はNPO等
が運送主体となり、交通空白地等において、道路運送法に基づき運輸支局へ登録を受けて行う「自動車有
償旅客運送」によるサービスについては認められている。
また、16年5月の国家戦略特区法改正により、総理大臣の認定を受けた特区において、主として観光客を

運送するための「自家用有償観光旅客等運送事業」を創設。なお、従来必要とされていた運営協議会等に
おける既存事業者等の合意に代えて、市町村、事業実施予定者、運送事業者により事前に相互の連携（持
続可能な地域公共交通網の形成、輸送の安全、旅客の利便）について協議を行うこととしている。
いずれも、実施主体は市町村又はNPO等に限られており、ドライバーは、第二種運転免許か、第一種運転
免許に加えて大臣認定講習の修了が条件となっている。

自家用車ライドシェア（※）の制度整備状況の海外比較
（※）自家用車の運転者個人が、自家用車を用いて他人を有償で運送するサービスであって、運転者と乗客をスマートフォンのアプリ等で仲介するもの

世界の流れは「⾃家⽤⾞ライドシェア（⽩タク）禁⽌」へ向かっている。

33出典：内閣府

規制の海外⽐較

(C) Mr. Ichiro KAWANABE , Japan Transport Research Institute, 2017



34

(C) Mr. Ichiro KAWANABE , Japan Transport Research Institute, 2017



(C) Mr. Ichiro KAWANABE , Japan Transport Research Institute, 2017




